
人口 面積 人口密度 人口集中地区人口 産業構造

人

人

％ 就 人 人 人

人 業 ％ ％ ％

人 人 人 人 人

％ 口 ％ ％ ％

千円 千円 千円

1 歳入総額 Ａ ① 過疎

2 歳出総額 Ｂ ② 農工

3 歳入歳出差引額 Ｃ ③ 山村振興

（Ａ-Ｂ） ④ 低開発

4 繰越すべき財源 Ｄ 5 人口急増

5 実質収支 Ｅ ⑥ 特定農山村

（Ｃ-Ｄ）

6 単年度収支 Ｆ 1 ごみ 8 消防救急

7 積立金 Ｇ ② し尿 9 職業訓練

8 繰上償還金 Ｈ ③ 火葬場 10 山林

9 積立金取崩し額 Ｉ 4 道路 11 介護保険

10 実質単年度収支 Ｊ 5 伝染病 ⑫ その他

（Ｆ+Ｇ+Ｈ-Ｉ） 6 [　　　　　]

7 結核予防

Ⅲ － １

Ｉ　－　２ 種地

知的障害者施設

債 務 負 担
行 為 22 年 度
以 降 支 出

1,353,500

1,358,711その他

物件取得

損失補償等

土地開発基金
現 金

土 地

169,415

474,524

計

9　その他

7　産業の振興

5　保健医療

6　環境保全

776,390

618,305

8　教育・文化

1　庁舎等建設

2　国際化推進

3　地域基盤

4　社会福祉 55,802

事 務 の 共 同 処 理 状 況

980,839

4,146,481

102,282

1

1,317,784 718,972

433,246 31,275

50,800

217,016 113,692

667,522 624,805

1,080,051 863,035

1,034,494 300,527

46,429,811 46,773,115

平成22年度

16.7増減率

22年度末残高区 分

2,114,545 1,163,562

財 政 調 整 基 金

減 債 基 金

そ
の
他
特
定
目
的
基
金
の
状
況

30,501

27.5 57.0

17,676 30,400

平成21年度 指 定 団 体 等 の 状 況

17年

増減率

102,177

102,993

52.7

8,308

9,635

国勢調査

３ 次

14,707

（決算カード）

市 町 村 名

国
勢
調
査 △ 3.4

０ ３ ２ ０ ５ １

22.3.31

コ ー ド 番 号

住
基
人
口 △ 0.8

908.32

市 町 村 類 型

23.3.31

12,970
１ 次

22年

ふ り が な岩 手 県

花　巻　市

平成22年度財政状況

22年度交付税

種 地 区 分

区 分

15.5
平成１８年１月１日、花巻市、大迫町、石
鳥谷町及び東和町の１市３町が新設合
併。

ｋ㎡ １ｋ㎡当　人101,451

105,028

17年

111.7

区 分

48,544,356 47,936,677

12年

国勢調査

はなまきし

２ 次

昭和35年10月1日以降の合併の状況

30.6

　※　４ページ債務負担行為支出予定額に再掲

一 般 職 員 等 特 別 職 員 等

千円

千円 有

無

世帯 無

無

人 無

無

円 無

無

円 無

無

円 無

無

無

33,682

一人当たり平均月額(円）

（平成22年4月1日現在の状況）

898,000

718,000

601,000

431,000

369,000

1,158,145

74,282 4

0

0

1

339,000

1

普通会計からの繰入

67,184

125,110

26,663

34,206

1,264,118

120,458

19

18

34,658

18

1

職員数
[人]

27

2

359,043

32,184

介護保健 47,381

4

12,890

0

0

632,549

4,127

690,906

卸売市場

老人保健施設

1,659

54,804

1,835

公共下水道

農業集落排水

特定地域生活排水処理

5,790
293,042

被 保 険 者 一 人
当 た り の 費 用

国保直診事業

老人保健

後期高齢者医療

公
営
企
業
等
の
状
況

359,043

690,906

14,836

特定環境下水道

被 保 険 者 一 人 当 た り の
保 険 税 徴 収 額

合 計

収 支 額

普 通 会 計 か ら の繰 入 額

加 入 世 帯 数

被 保 険 者 数

929

26,057

国
保
会
計
の
状
況

一 世 帯 当 た り の
保 険 税 徴 収 額

平成22年4月1日

平成22年4月1日

平成22年4月1日

平成18年1月1日

平成18年1月1日副 議 長

教 育 長

議 会 議 長

[平均額]

312,719

[平均額]

議 員

法適
用の
有無

事 業 名

314,313

301,082

339,477

302,362

平成18年1月1日

市 町 村 長

副 市 長

区 分
報 酬 改 定
実 施 年 月 日

給 料 月 額 Ｂ

人 円 支給月額 B/A

職 員 数 Ａ 一 人 当 た り の

243,278,454

38,538,495

3,394,770教 育 公 務 員

128

10

43,842,459

一 般 職 員

以 降 支 出
予 定 額

区 分

146,674

臨 時 職 員

消 防 職 員 145

290,515,683

うち技能労務職員

774

1,358,711

2,712,211

その他

計　　※

国保事業勘定
82,952

簡易水道 27,789

[千円]

上水道

1,178,221 10

収 支 額

83,963

－１－



市町村名 類型

歳　入 構成比の年度別推移 伸び率の年度別推移

市 町 村 税 構成比の年度別推移 伸び率の年度別推移

適用税率の状況 徴収率

円

21 年 度

花　巻　市 Ⅲ　－　１

20 年 度
％

21 年 度 22 年 度
％ ％

特別地方消費税交付金

自動車・軽油交 付金

22 年 度
％ ％ ％

決 算 額 経常一般財源 構 成 比 20 年 度

手 数 料

繰 越 金

地 方 特 例 交 付 金

千円 千円 ％

地 方 税

地 方 譲 与 税

利子割・ｺﾞﾙﾌ場交付金

地 方 消 費 税 交 付 金

内 訳
普 通

特 別

交通安全対策交付金

分 担 金 ・ 負 担 金

使 用 料

地 方 債

区 分

寄 附 金

繰 入 金

地 方 交 付 税

諸 収 入

国 庫 支 出 金

国有提供施設交付金

県 支 出 金

財 産 収 入

10,598,144

975,675

48,754

917,106

146,538

16,574,171

15,361,948

1,212,223

20,836

414,340

667,965

271,868

5,599,069

2,902,743

61,964

13,715

371,630

1,163,562

1,337,440

6,287,100

146,538

15,361,948

15,361,948

10,598,144

975,675

48,754

917,106

25,434

20,836

71,214

37.4

54.2

9,065

0.1

0.3

0.1

0.0

100.0

24.8

0.1

33.1

2.7

0.9

0.7

30.4

22.5 21.8 0.1 △ 3.4

2.0 △ 3.3 △ 5.5 △ 2.9

54.2

△ 21.7

2.0 1.9 1.9 △ 8.5 3.4 △ 0.2

0.2

－

0.5 0.3 0.3 △ 10.5 △ 37.9 0.3

△ 19.2 24.2

12.8 2.2

31.7 34.1 3.3 1.7 9.0

92.5

29.4 31.6 3.5

2.5 1.1 △ 6.4

2.5

2.3

9.1

0.4 △ 3.4

7.2

0.0 0.1 0.0 △ 7.7 1.2 △ 7.0

△ 10.0

1.6

1.5 1.4 1.4 △ 6.5 △ 0.4 △ 3.2

0.9 0.9

△ 3.2

9.2 16.2 11.5 1.2 88.3 △ 28.1

0.6 0.6 △ 7.9

6.0 8.6 10.3 △ 3.3

459.5

△ 58.6

△ 65.7

－

△ 68.4

0.0 0.0 0.0 △ 77.8 △ 24.1 △ 13.6

1.3 0.4 0.1

△ 33.6

2.2 1.7 2.4 △ 33.1 △ 15.8 41.9

1.6 1.2 0.8

13.0 △ 21.3

3.1 2.8 2.8 △ 26.6

△ 4.9

均 等 割

所 得 割

3,000

超過課税の比率
法
人
分

均
等
割

合 計 28,346,45048,544,356

22 年 度

6.1 1.3100.0

△ 3.7 △ 0.7

△ 2.6 39.2

△ 24.2

区 分
決 算 額 基 準 税 額 × 超過課税収入額 21 年 度 22 年 度

千円 100/75       千円 千円 ％ ％ ％ ％

20 年 度

市 町 村 民 税
個人分

法人分

3,232,773

697,295

32.9

入 湯 税

都 市 計 画 税

そ の 他

固 定 資 産 税

軽 自 動 車 税

市 町 村 た ば こ 税

鉱 産 税

旧 法 に よ る 税

合 計

土 地

家 屋

償 却 資 産

市 町 村 交 付 金

内
訳

特 別 土 地 保 有 税

法 定 外 普 通 税

目的税

市
町
村
民
税

個
人
分 法 人 税 割

固 定 資 産 税

1 　　60千円
2    144千円
3    156千円 98.3

合 計

区 分

15.2

14.5
－

純固定資産税

1.45 / 100

/ 100

4    180千円
5　  192千円
6    480千円

7　  492千円
8　2,100千円
9　3,600千円 市町村民税

3.2

0.5

21 年 度

100.0100.0

10.3 9.4

6.0 6.3

△ 3.7 △ 8.8

20 年 度

3.4

0.2 0.1 △ 1.6 0.8

％ ％

△ 1.9

2.4 2.1

97.6 16.3 91.9

合 計

90.4

92.6

96.9 15.7

現 年 課 税 分 滞 納 繰 越 分

5,748,791

2,003,561

2,618,080

985,725

141,425

229,421

568,213

4,162

117,489

10,598,144

3,235,117

367,267

5,468,799

1,942,807

2,556,917

969,075

228,005

544,148

9,843,336

108,963

187,950

67,156

87,754

33,040

296,913

18.9

△ 6.9

1.0

9.1 9.4 9.3

32.8 30.5

7.0 5.4 6.6

1.7

△ 25.3 19.6

51.5 53.3 54.2 0.7 △ 0.4 △ 0.2

0.8 △ 1.9

22.9 23.7 24.7 1.7 △ 2.1 2.5

18.1 18.9

△ 1.2

2.6 1.7

1.4 1.3 1.3 △ 6.9

1.7 △ 3.3

△ 1.1 △ 1.3

△ 7.0 1.6

1.9 2.1

5.6 5.2 5.4 △ 4.5

2.2 3.5

－

0.1 0.0

－

皆増 △ 55.8

2.5 △ 4.71.1 1.1 1.1 △ 12.2

－

－

－

△ 3.4 △ 1.9100.0 100.0 100.0 0.0

161,414 161,414 0.6 0.3 0.3 0.3 2.0 16.3

0.0

0.0

配 当 割 交 付 金 7,791 7,791 0.0 0.0 0.0

△ 74.6

△ 63.9

株 式 等 譲 渡 所 得 割 交 付 金 2,531 2,531 0.0 0.0 0.0

－２－



市町村名 類型

性質別歳出 構成比の年度別推移 伸び率の年度別推移

千円

花　巻　市 Ⅲ　－　１

％ ％ ％ ％

22 年 度 20 年 度 21 年 度 22 年 度

17.8 △ 0.9

11.5 △ 2.3

△ 1.3 △ 3.2

△ 2.4 △ 5.2

補助費等

人件費

うち職員給

扶助費

公債費

物件費

8,242,660 7,852,160

％ ％

20 年 度 21 年 度決 算 額 一 般 財 源
千円 千円

うち経常
一般財源

経常収
支比率

区 分

・経常経費充当の
　一般財源

25,308,157

積立金

投資及び出資金･貸付金

繰出金

うち一部事務組合負担金

内
訳

小計

維持補修費

前年度繰上充用金

小計

投 資 的 経 費 6,872,791

元利償還金

一時借入金利

う ち 人 件 費

普 通 建 設 事 業

5,331,114 5,087,678

7,143,395 2,308,223

7,431,681 7,186,935

7,431,681 7,186,935

22,817,736 17,347,318

5,292,518 3,873,817

848,139 755,206

2,708,679 1,934,799

356,163 356,163

1,198,299 965,888

1,346,690 137,190

5,344,959 4,866,239

16,739,284 12,533,139

2,330,675

137,030 137,030

6,837,382 2,319,060

7,781,053

5,003,120

2,300,296

6,748,317

6,748,317

8,478,491

25.2

16.2

7.4

21.8

21.8

16,829,666

3,245,222

2.2

3.8

1.0

3,384,024

685,264

1,163,981

324,092

11.0

27.5

19.4 18.2

13.0 12.0

54.4

10.5

皆増 皆減

15.412.1

16.016.5 15.4

12.4 2.9

15.4 △ 1.0

△ 1.6 3.3△ 1.0

△ 1.6 3.3

7.4 23.7

48.0 0.1

1.1 1.8

16.016.5

0.0

0.8 6.2

11.1 10.9 11.4 △ 6.5 4.5 3.4

49.246.0

74.9△ 1.4 3.8

6.5 9.7 5.8 2.2 58.0 △ 40.4

1.8

1.7 3.6

0.8

8.8 25.2

△ 26.4 11.5

△ 23.23.2 2.3 2.6 9.1

1.0

2.3 △ 43.4

9.5

0.7 △ 22.7

16.5 △ 15.4

2.92.2

11.4 11.0 11.5 1.4

－

35.5 38.0 36.0 △ 5.2 13.2 △ 6.0

2.3 △ 8.1

0.4 0.3 0.3 14.2 △ 5.8 △ 13.8

14.816.0

7.4△ 17.814.715.9 △ 8.215.7

(減税・臨財含）

千円

千円

千円

目的別歳出 構成比の年度別推移 伸び率の年度別推移

21 年 度 22 年 度
％

20 年 度 21 年 度 22 年 度 20 年 度区 分
決 算 額

千円

一 般 財 源

％ ％

・歳入一般財源

34,306,232

28,346,450

％ ％ ％

2,153,331

合 計

議 会 費 282,508

内
訳

総 務 費

民 生 費

衛 生 費

労 働 費

46,429,811

11,815,976 6,055,940

千円

32,211,132

282,507

合 計

普 通 建 設 事 業

補 助 事 業

単 独 事 業

災 害 復 旧 事 業

失 業 対 策 事 業

教 育 費

前年度繰上充用金

災 害 復 旧 費

公 債 費

諸 支 出 金

農 林 水 産 業 費

商 工 費

土 木 費

消 防 費

6,837,382 2,319,060

192,4562,401,429

4,435,953 2,126,604

35,409 11,615

5,947,065 5,021,622 98,548

普通建設事 業費

千円

222,046

2,486,680 2,135,527 21,800

446,850 62,399

1,571,462 135,317

3,544,403 3,392,330

2,164,277 905,820 106,568

5,011,579 3,727,703 2,408,694

35,409 11,615

7,432,125 7,187,379

0.8

1.0

1,896,088 1,704,755 452,079

6,757,923

0.6 2.2 △ 2.7

46,429,811 32,211,132 6,837,382

0.7

22.2

0.4

3.9

2.6 6.0

△ 2.3

14.5 16.0 12.8 △ 5.9 16.8 △ 20.6

0.6

114.3

13.0

6.1 5.7 5.4 △ 9.5 △ 2.4 △ 6.5

25.422.4

30.3

5.4 5.1 4.6 △ 4.3 0.1 △ 10.3

1.00.7 1.8

13.5 12.4 10.8 △ 5.6

3.8 △ 0.64.1 △ 2.4

26.5

△ 3.4 △ 13.4

4.73.6 △ 43.8 △ 1.5

81.2 △ 92.0

7.8

10.9 14.2 14.5 △ 8.8 37.5 1.6

4.1

皆減

18.3

16.5 15.4 16.0 △ 1.0 △ 1.6 3.3

0.10.1

皆増

100.0 100.0 100.0 △ 4.7 5.5 △ 0.7

△ 20.8

7.4△ 17.814.715.9

41.5 △ 24.3

△ 8.2

9.5

－

3.7

△ 92.0 18.3

△ 8.9

15.7

5.1 6.8

10.6 9.1 △ 16.1

△ 0.7100.0 100.0 100.0 △ 4.7

・経常一般財源
  総額（歳入）

5.2

30,886,150 5.5

0.8 0.1 0.1 81.2

(減税・臨財を加算）

合 計 46,429,811 32,211,132 6,837,382 100.0 100.0 100.0 △ 4.7 5.5 △ 0.7

－３－



類 型

年　度　 20年度 21年度 22年度
　区　分

千円 千円 千円

2,904,954 3,478,959 4,146,481

5,679,384 5,602,941

59,412,392 59,191,610

0.47 0.45

4,536,123 5,070,449 5,903,710

19.6 19.2 18.2

61,092,621

2,018,367 2,154,915

10,626,609 10,183,812 9,626,925

28,284,659 28,617,250 30,071,540

4,094,099 2,700,804 2,712,211

22,575,106 22,509,995 23,011,927

1,911,889

95.4 94.397.0

36.1 31.5

4.8 4.0

30.7

17.7 19.6

1.6

16.0

5.8

13.9

1.3 0.9

14.8

20.921.4 20.9

17.220.4 19.3

16.419.0 18.3

31.3 33.5

50.1 38.8

59.0 60.6

33.9

市 町 村 名 花　巻　市 Ⅲ　－　１

2.6 3.0 Ⅰ－２ Ⅰ－２

1,124,826 1,080,228 980,839

交付税種地区分

財政調整基金現在
高

年　度　
　区　分

Ⅰ－２

0.47

5,845,666

基準財政需要額

災害復旧等に係る
基準財政需要額

減債基金現在高

債務負担行為支出
予定額

財政力指数
（３ヶ年平均）

積立金現在高

債務負担行為額

実質公債費比率

地方債現在高

15.0

基準財政収入額

標準財政規模

49.2

実質収支比率

地方債比率

公債費比率

債務負担行為支出予定
額を加えた公債費比率

3.6

63.2

公債費負担比率

起債制限比率

自主財源比率

経常一般財源比率

一般財源比率

普通建設事業費の
うち一般財源等比率

債務負担行為比率

積立金現在高比率

債務負担比率

22年度20年度 21年度

（ 91.1 ） （ 93.2 ） （ 89.3 ）

注 １ 　経常収支比率欄の（　）は，減税補てん債及び臨時財政対策債を除いた率である。
　 ２   自主財源 ＝ 地方税＋分担金・負担金＋使用料・手数料＋財産収入＋寄附金＋繰入金＋繰越金＋諸収入
　 ３   一般財源 ＝ 地方税＋地方譲与税＋地方交付税＋利子割交付金＋地方消費税交付金＋ゴルフ場利用税交付金
　　　　　　　　  ＋特別地方消費税交付金＋自動車取得税交付金＋地方特例交付金

25,525,507 24,595,496

680,471 687,353 489,806

33,864,074 34,106,308

26,548,076

59,412,392 59,191,610

33,864,074

664,239

61,092,621

24.725.8 25.1

95.4 94.3

172.5

97.0

そ の 他

200,050 351,239

地方債現在高

国保会計財政調整
基金現在高

内
訳

公債費の標準財政規模
に対する割合

経常収支比率

地方債現在高比率

87.8

政 府 資 金

県 貸 付 金

178.7

経常一般財源比率

186.7

81.988.0

普通建設事業費のうち
一般財源等の比率

実質収支

〇 地方債比率 ＝
地方債充当額
普通建設事業費

〇 一般財源比率 ＝
一般財源
歳入総額

〇 地方債現在高比率＝
経常一般財源収入額
標準財政規模 一般財源等（一般財源振替分等を含む）

地方債現在高
＝

〇

〇 積立金現在高比率

〇 経常一般財源比率

＝
積立金現在高
標準財政規模

債務負担行為比率 ＝
翌年度以降の債務負担行為支出予定額に充当する一般財源
標準財政規模　-　災害復旧費等に係る基準財政需要額

〇 債務負担比率 ＝
標準財政規模　-　災害復旧費等に係る基準財政需要額
債務負担行為の当該年度支出に充当した一般財源

〇 自主財源比率 ＝
自主財源
歳入総額

＝
標準財政規模＋臨時財政対策債発行可能額

〇 ＝
一般財源等充当額（一般財源振替分等を含む）

普通建設事業費

実質収支比率〇 実 質 収 支

標準財政規模

－４－


